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（１）討議事項
－データガバナンスガイドライン（案）について



企業がDX（デジタル・トランスフォーメーション）に取り組むに当たり、その保有するデータを最大限に活用することで、当該企業の持続的な企業
価値創出に繋げていくための、データガバナンスの必要性とその在り方、実践するに当たっての要点や留意すべきポイントをまとめた企業の経営者
向けのガイドラインを策定。

データガバナンスガイドライン（案）の概要

•はじめに

•経営者によるデータガバナンスの重要性について

•経営者に求められる視点

•データガバナンス実装における4つの柱
1. 越境データの現実に即した業務プロセス

     2.データセキュリティ

3.データマチュリティ
 ―価値を生み出す組織の総合力―

4.AIなどの先端技術の活用に関する行動指針

•データガバナンス実装の先に向けて

 伝統的な経営課題であるヒト・モノ・カネに加え、新たにデータを
重要な経営資源として捉え、各国のルール順守等、様々な課題を乗
り越えるための「データガバナンス」が、経営者が取り組むべき経
営課題の一環として重要。

 越境移転等においては、相互信頼に基づく相互運用性を確立したう
えで、データのライフサイクルの各段階におけるデータの性質の違
いを考慮した対応が必要。

データガバナンスに組み込むことが望ましい視点として「4つの柱」を
「基本となる考え方」「経営者が認識しておくべきこと」「望ましい
方向性」として明記。
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プロセス
データ

セキュリティ
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術の活用に関す
る行動指針

 データの利活用による「価値の創出」や「相互信頼に基づく相互運
用性の確保」、「データ利活用の公正性の確保」などを通して、
企業価値を絶え間なく向上していくことが重要。

 企業価値向上のためには、「DX経営による企業価値向上」を目的
とした「デジタルガバナンス・コード 」と整合を図ることが不可欠。
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（２）報告事項①
－DFFT/データガバナンス分野における日ASEANの取組について



東南アジア地域（主にASEAN）とのDFFT協力（ASEANデジタル閣僚会合）

デジタル経済の急拡大が見込まれるASEAN地域において、
DFFTに基づくデジタル市場環境作りを共に進める

2024年2月 アジアにおけるデータガバナンス・DFFTの具体化に係る閣僚級会合開催
2024年5月 OECD閣僚理事会 DFFTセッション
2024年6月 G7サミット(機微なデータの保護及び安全について議論)
2024年6月以降 ASEANデジタル大臣会合プロセス
2024年10月 ASEAN+Japan首脳会合(越境データ流通の重要性を確認)
2025年1月 ASEAN+Japan デジタル大臣会合

5ASEANにおける先進的なデータガバナンスの取組をIAP等を通じてグローバルへ展開

規制の透明性向上
ASEAN内のデータガバナンス形成の
プロセスに紐づけて、各国規制に関
する情報公開と関連するレポジトリ
構築（St.Gallen大の起用）に向けた
キャパビル・支援。IAPと連携を視野。

プライバシー対応／
Global CBPR普及

ASEAN内におけるプライバシー対
応について、日本が協力してCBPR
への適合・加盟を目指したキャパ
ビルを実施。

データセキュリティ
日本の技術導入を通じてデータ
を適切に保護しつつ移転・利活
用可能とする「DFFT by 
Design」を実現。

AI普及に向けた
データガバナンス

経済大臣トラックにおける、AIに
関する協力提案（ロードマップ）
と連動し、関連するデータガバナ
ンス形成や技術協力を実施。



6

データガバナンスに係る日ASEAN協力（日ASEANデジタル大臣会合）

 会議体   ：日ASEANデジタル大臣会合
（ADGMIN：ASEAN Digital Ministers‘ Meeting)

 日程    ：2025年1月17日（泰にて対面開催）
 参加者 ：日本政府（岸デジタル大臣政務官、阿達総務副大臣）

 ASEAN加盟国閣僚、ASEAN事務局
 会合概要：日ASEAN間のデジタル分野における協力・連携施策の確認
 成果：

• 日ASEAN間の今後1年間のデジタル分野における協力（日ASEAN
デジタルワークプラン2025）に関する共同声明を採択。

• 本協力の下、デジタル社会の推進と強靭かつ相互補完的なデジタ
ルサプライチェーンの構築に向けて、 データガバナンス/DFFT分
野での協力（データガバナンスワークパッケージ）を行うことを
日本から提案し、承認。

• 会場において、6か国（泰・星・尼・馬・越・比）の閣僚と意見
交換を行い、今後のデータガバナンス/DFFT分野における協力を
確認。

■共同声明の該当部分

・・・（中略）The Meeting also welcomed the 
ASEAN-Japan Digital Work Plan for 2025, which 
focuses on: (i) AI policies; (ii) Digital 
infrastructure; (iii) Cybersecurity and (iv) other 
areas of interest for ASEAN such as data 
governance/Data Free Flow with Trust (DFFT).
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Proposal for ASEAN + Japan cooperation on data governance 
Background and Objective

Example of projects under DEFA (cross-border data flows)

 It is important to create an ecosystem based on common governance, standards, and infrastructure to 
achieve a robust supply chain in digital economy.

 ASEAN + Japan will develop the Data Governance Work Package to map out cooperative initiatives 
(including capacity building under DEFA), aiming to enhance environment for digital economy 
development and innovative investment for the data driven technologies.

 Secure data sharing through technology： cooperating to secure data sharing (including privacy, 
trade secrets, etc.) on/across digital infrastructure, IoT and applications by Privacy Enhancing 
Technologies(PETs) including anonymization. 

 Promote cross-border transfer of personal data ：supporting the use of privacy certifications, and 
possible mapping of certifications‘ criteria and domestic regulations and enhancing interoperability 
across the borders (ex. CBPR : Cross-Border Privacy Rules).

 Enhance transparency of regulations ：cooperating to improve the accessibility to information on 
national regulations and guidelines regarding data transfer to reduce compliance costs for investors, 
research and development , etc. including by using digital technologies 

 Data governance for developing AI ：cooperation for data governance which is imperative for AI 
learning.



（２）報告事項②（経済産業省発表資料）
－産業データの越境データ管理等に関するマニュアルの公開について
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産業データサブワーキンググループ
• 産業データの国際的な共有・利活⽤や越境移転に伴うリスクと対応策を整理する産業データサブワーキンググループを2024年度に計

4回実施。取りまとめとして「産業データの越境データ管理等に関するマニュアル」を公表。

• 前提・背景の確認
• 議論のスコープや方向性の議論
• データ共有・活用の類型の確認・議論

– 実例の洗い出し

第1回
(5月30日)

第3回
（9月24日）

• 事例のご紹介・プレゼン
• 第2回の残論点に関する議論

第4回
(12月9日)

• 取りまとめの骨子案・記載内容の確認
• 本検討の国内外への周知のあり方の議論

第2回
(7月30日)

• 事例のご紹介・プレゼン
• ステップごとの議論

– ①リスク可視化
– ②評価・意思決定
– ③実行・管理

1
2
3

委 員 名 簿 （2025年1月28日現在）
座長  生貝 直人 一橋大学大学院 法学研究科 教授

石井 啓之 トヨタ自動車株式会社 ITマネジメント部産業データ流通基盤G GM
石 原 修 株式会社日立製作所 マネージド＆プラットフォームサービス事業部

主管技師長
和泉 恭子 一般社団法人日本知的財産協会 副理事長
河野 浩二 独立行政法人情報処理推進機構 総務企画部 特命担当部長

調査分析室長
鈴木 俊宏 日本オラクル株式会社 事業戦略統括 スタンダードストラテジー＆

アーキテクチャ/政策渉外担当 シニアディレクター
直江 智子 Global Data Alliance BSA ｜ ザ・ソフトウェア・アライアンス

ディレクター ポリシー担当
中島 一雄 ロボット革命・産業IoTイニシアティブ協議会

インダストリアルIoT推進統括
浜田 理恵 三菱電機株式会社 法務・知的財産渉外部 知渉四グループ 兼 

DXイノベーションセンター 戦略企画部 グループマネージャー
平見 健太 長崎県立大学 国際社会学部 准教授
藤井 康次郎 西村あさひ法律事務所・外国法共同事業 パートナー・弁護士
若目田 光生 一般社団法人データ社会推進協議会 理事
渡邉 真理子 学習院大学 経済学部経営学科 教授

（敬称略五十音順）
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産業データの越境データ管理等に関するマニュアルの概要
• 企業における安全・安心な形でのデータ共有・利活用を実現し、付加価値の創出を促進することを目指し、企業における産業データ
の越境・国際流通に係るデータ管理の指針となる企業の実務担当者向けマニュアルを策定。

1. はじめに
1.1  背景と目的
1.2 想定読者と留意点

2. 検討の範囲と位置付け
2.1 検討の範囲
2.2 検討の位置付けと関連ガイドライン

3. 越境データ管理のステップ
3.1 全体像と検討のフレームワーク
3.2 第１のステップ（リスクの可視化）
3.3 第２のステップ（リスクの評価）
3.4 第３のステップ（打ち手の実施）
3.5 リスクと打ち手の整理

4. 主要な関連法規制（EU・中国・米国)

5. 想定リスクと打ち手
5.1 データ移転・事業活動の制限（データローカライゼーション）
5.2 データの強制的なアクセス（ガバメントアクセス）
5.3 データの共有・開示の義務化

（補論）法の抵触、越境データに関する政策インデックス
6. 終わりに

想定リスクとその打ち手の詳細を記載

• 関連する法規制の内容とその影響を正しく
把握する

• リスク自体の回避、もしくは低減する方法を
検討する

• リスクが発生してしまった場合に、早期の事
後対応を行う

データ移転・
事業活動の制限
(データローカ
ライゼーション)

データの強制的
なアクセス
(ガバメントアクセス)

a

b

データの共有・
開示の義務化

c

有効と考えられる打ち手の方向性
モニタリング 事前対応 事後対応

モニタリング 事前対応 事後対応
• 関連する法規制の内容とその影響を正しく
把握する

• 発生時に備えて、取引先と適切な契約・
取り決めを行う



（参考）
－第４回検討会：エグセクティブサマリ



（参考）第４回国際データガバナンス検討会：エグセクティブサマリ

議論の
ポイント

過去3回実施した検討会の結果から、今後以下の点を重視した取組を行う。
① 産業界とのコミュニケーションを通じて課題を継続的に把握していくこと。
② 国内外の動向に沿って、データセキュリティに関するサブワーキンググループを設置すること。
③ データガバナンスの推進に向けた国内メカニズムの最適化を進めること。
④ 国際データ流通に関する国際制度・ルール作りを主導するために具体的な方策を検討していくこと。

＜企業によるデータガバナンスの実装促進について＞
 企業全体にCDO（Chief Data Officer）の設置等、データガバナンスの推

進を促すためには、企業活動におけるデータの重要性やデータガバナン
スの必要性を明示することが必要。

 企業内でのデータガバナンスの体制や方法等について、企業が参考にで
きるような指針等が示されるとよい。

 企業に対する効果的な情報発信によって、データガバナンスのメリット
のほか、IAP等の取組の認知度を向上させることが重要。

＜データガバナンスに関する国内メカニズムについて＞
 これまでは法に沿ったリスクマネジメントの形をとっていたが、これからは

法と技術を同じレイヤーで扱い、融合を進めていく必要がある。
 国内でもAI法制に関する検討が進んでいるため、その点も念頭に置いたデー

タガバナンスの検討が必要ではないか。
 規制面の複雑さのみを強調すると企業が委縮してしまうおそれがあるため、

データ流通による具体的メリットを同時に示すことが重要である。
 ガバナンスに関連する公的ガイドラインの間の関係性を示して欲しい。

＜データセキュリティについて＞
 データセキュリティを確保しながらデータ連携・共有・移転ができるよ

うにすることは非常に重要である。
 データセキュリティの目的はデータローカライゼーションではなく、

DFFTの実現であるため、目的を見失わないよう議論する必要がある。
 総合的なデータセキュリティ向上を目的にデータセキュリティサブワー

キンググループを立ち上げる。
 データセキュリティに関する日本企業の優れた技術を国際的に打ち出す

ことも重視したい。

＜国際的なデータ流通に関するルール整備について＞
 海外諸国の法令上、企業がデータ提出を求められる場合、データの取得範囲

や取扱いを、目的に照らして必要かつ合理的な範囲に限定するよう、国際的
に規律を整備することが必要である。

 近年、データと経済安全保障との関係性の強さが重視されている。
 地政学的な観点からもASEAN地域との協力は特に重要であり、IAPの議論を

日本主導で進められている点、評価できる。
 国際間のデータ越境に関しては、各国の関心事項についても注視をしながら、

国内の議論を進めていくことが重要である。
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